
平成27年度

村上市の財務諸表

新潟県　村上市



　本市においては、総務省より示されている「新地方公会計制度実務研究会報告書」及び「新地方公会

計モデルにおける連結財務書類作成実務手引」を基に「総務省方式改訂モデル」により作成していま

す。

　新地方公会計制度とは、官庁会計に基づく従来の自治体の会計制度に企業会計的手法を導入することを

さします。従来の単式簿記・現金主義を基本とする官庁会計に対して、複式簿記・発生主義を基本とする

企業会計方式は歳入歳出という現金の出納だけではなく、所有する資産や負債など総合的な行政資源と行

政コストを包括的に把握することが可能となります。

　加えて、普通会計のみならず特別会計や第三セクター等の関係団体を「連結」した形で財務書類を作成

することで、村上市の運営現状を分かりやすく表現し今後の自治体運営の指標として用いることが可能と

なります。

　平成２０年度決算からは、「総務省方式改訂モデル」というルールに則って財務諸表の公開を行なって

おります。公表書式は普通会計財務書類４表（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金

収支計算書）及び連結財務会計財務書類４表の８表です。

　また、新地方公会計制度で新たに求められる「資産・債務改革」に対し、情報整理を行い固定資産台帳

などの整備を順次行っていくこととします。

　従来の官庁会計は、単式簿記・現金主義によるもので「現金」という一つの科目の収支のみを記録する

ものですが、一方、新地方公会計制度による財務書類では、現金の収支にかかわらず一つの取引について

それを原因と結果の両方から捉え、二面的に記録することにより資産の動きや行政サービスの提供に必要

なコストを把握することができることとなります。

　前述のように、新地方公会計制度は自治体にも企業会計の手法を取り入れるものとなりますが、企業会

計とはそもそもの目的が異なります。企業の目的は利益獲得であるため、例えば企業会計の損益計算書

は、対応する収益とコストを差し引いて適切に期間損益を計算し企業経営に資することを目的としていま

す。

　これに対し、地方公共団体は利益の獲得を目的としませんので、経常行政コストと経常収益の差し引き

で表される純経常行政コストは、利益の概念ではなく地方税や地方交付税などの一般財源や資産の売却な

どで賄うべきコストを表すこととなります。

(1)作成の目的

　・情報の開示による行政の透明性の向上と説明責任の履行

　・財務書類から得られる情報の行財政運営への活用

　・資産・債務の適切な管理

２．官庁会計と新地方公会計制度の違い

３．企業会計と公会計の違い

４．作成の基本事項

１．新地方公会計制度とは

村上市における新地方公会計制度の導入・公表について

(2)作成の方法

Ⅰ．公会計改革と総務省改訂モデルによる財務書類作成
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　作成基準日は、平成２８年３月３１日（平成２７年度末）です。平成２８年４月１日から５月３１

日までの出納整理期間の収支については、基準日までに終了したものとみなして処理しています。

　自治体の出資比率が25％以上の法人、または出資や損失補償の状況などを総合的に勘案し、そ
の経営に実質的に主導的な立場を確保しているものが連結対象になります。

　連結対象の会計、法人等の間で行われた取引については、原則として相殺消去しています。

①普通会計財務４表

②連結財務４表

総務省が行う地方財政状況調査（決算統計）上の普通会計

○第三セクター等

○相殺消去について

 普通会計に加え自治体全ての公営事業会計、一部事務組合・広域連合、地方三公社、第三セクター

等を連結対象としています。

(4)作成基準日

(3)作成対象

○地方公共団体

　自治体に属する、普通会計及びすべての公営事業会計が対象となります。

○一部事務組合

　自治体が加入するすべての一部事務組合・広域連合を連結対象とします。連結の方法は、原則
として規約に基づく当該年度の経費負担割合で、加入する各団体が各々連結します。

○地方三公社

　自治体が設立したすべての地方三公社（土地開発公社、住宅供給公社、道路公社）が連結対象
となります。

 

○一部事務組合 

  新潟県市町村総合事務組合 

  下越障害福祉事務組合 

  新潟県後期高齢者医療広域連合 
 

○第三セクター 

  公益財団法人 イヨボヤの里開発公社 

  公益財団法人 山北産業振興公社 

一般会計 

土地取得特別会計 

情報通信事業特別会計 

蒲萄スキー場特別会計 

連結 

普通会計 

国民健康保険特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

介護保険特別会計 

下水道事業特別会計 

集落排水事業特別会計 
簡易水道事業特別会計 

上水道事業会計 

公営事業会計 
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(2)貸付金

　投資及び出資金の年度末残高です。市場価格のある有価証券については、時価で評価し、市場

価格のない投資及び出資金についても、実質価額が著しく低下した場合は実質価格で評価するこ

ととされています。

　投資損失引当金とは、投資及び出資金のうち将来回収できないと見込まれる損失金額をあらか

じめ引当計上しておくものです。

　貸付金の年度末残高から未収金、長期延滞債権に振り替えられたものを控除したものです。

(3)基金等

　財政調整基金及び減債基金以外の基金等の年度末残高です。

　主なものとしては、その他特定目的基金として「合併特例措置逓減対策準備基金」20億693万円、

「厚生連村上総合病院移転新築支援基金」20億円、「ふるさと応援基金」8,280万円があります。ま

た、その他定額運用基金では「土地開発基金」3億2,502万円があります。

(2)売却可能資産

　売却可能資産とは、貸借対照表に計上された公共資産のうち、行政サービスには活用されていない

が、将来の現金獲得能力があると考えられるものを指します。したがって、貸借対照表計上額も現金

化した場合の価額という点から、「売却可能価額」で評価することとされています。

２　投資等

(1)投資及び出資金

　①投資及び出資金

　②投資損失引当金

１　公共資産

　有形固定資産とは、土地、建物、構築物、機械設備、備品など、長期間にわたって行政サービスを

提供するために使用される資産です。計上方法は、決算統計における普通建設事業費を集計し、有形

固定資産として計上しています。

　有形固定資産は1,288億4,495万円と総資産の90.9％を占めております。

(1)有形固定資産

Ⅱ　普通会計財務４表

（１）貸借対照表

○貸借対照表（バランスシート）の解説

[資産の部]

　貸借対照表とは、自治体が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資産

をどのような財源（負債・純資産）でまかなってきたかを総括的に対照表示した一覧で、資産・負

債・純資産の３つの要素から構成されています。

　「資産」には、住民サービス提供のためのもの（使う資産）と、税金の未収入金や売却可能資産な

どの資金流入をもたらすもの（売れる資産、回収する資産）があります。

　「負債」とは、将来支払い義務の履行により自治体から資金流出をもたらすもので、主なものに地

方債があります。地方債は住民サービスを受ける世代間の公平性の観点から発行されるものであり、

「将来世代が負担する部分」という見方ができます。

　「純資産」とは、資産と負債の差額で、主に補助金や一般財源があります。上記地方債と同様に住

民サービスを提供するために保有する財産として見た場合、「現在までの世代が負担した部分」とい

う見方ができます。
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　地方債のうち翌年度償還予定額を計上しています。

(2)短期借入金（翌年度繰上充用額）

　当該年度の歳入歳出差額がマイナスの場合に、その絶対値が計上されます。

２　流動負債

　流動負債とは、1年以内に支払や返済をしなければならないものをいいます。

(3)未払金

　借入金である地方債の年度末残高から、翌年度償還予定額を除いた金額です。

　村上市では翌年度支払予定のものを除いて約300億円の地方債残高が残っています。

　固定負債とは、負債のうち翌々年度以降に支払や返済が行われる予定のものをいいます。

(2)長期未払金

　債務負担行為のうち、既に確定した債務とみなされるものについて、その翌々年度以降の支出額が

計上されます。

(3)退職手当引当金

　当該年度末に全職員が普通退職した場合の退職手当支給見込額から、翌年度支払予定退職手当を除

いた金額です。

　退職手当支給見込額は、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく、「将来負担比

率」の算出にあたって使用した「退職手当負担見込額」と同様に算出しています。

(1)翌年度償還予定地方債

　流動性の高い基金である「財政調整基金」と「減債基金」及び「歳計現金（形式収支：歳入歳出差

引額）」を計上しています。

(2)未収金

　市税等の収入未済額のうち長期延滞債権を除いた額を計上しています。

　未収金に係る回収不能見込額についても、長期延滞債権に係る回収不能見込額と同様に算定してい

ます。

[負債の部]

１　固定負債

(1)地方債

(4)長期延滞債権

　収入未済額のうち、１年を超えて回収がなされていないものです。このうち回収不能となる見込み

のものについては、別途回収不能見込額として計上されます。

(5)回収不能見込額

　長期延滞債権のうち回収不能となることが見込まれる金額を計上しています。市税等の項目ごと

に、過去の不納欠損実績率により算定しています。

３　流動資産

(1)現金預金

　固定負債の(2)長期未払金のうち、翌年度支出予定額が計上されます。
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　地方債残高については、その償還時に交付税措置されるものがあるため、交付税の算定基礎に含ま

れることが見込まれる金額を計上しています。

４ 普通会計の将来負担に関する情報

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく、「将来負担比率」の算出にあたって使用

した「普通会計の将来負担額」及び「将来負担額への充当可能財源等」の金額を計上しています。

５ 土地及び減価償却累計額

　有形固定資産のうち、「土地」及び「減価償却累計額」を計上しています。

　債務負担行為には、工事請負契約や物品購入契約など将来確実に財政負担となるものと、損失補償

や債務保証など財政負担の発生が不確実なものがあります。

　ここでは、翌年度以降の支出予定額から貸借対照表に計上したものを除いた金額（債務の確定して

いないもの）を計上しています。

３ 交付税措置される地方債の金額

４ 資産評価差額

　新たに売却可能資産を計上した場合、もしくは資産の評価替えを行った場合の売却可能額と帳簿価

格との差額及び寄附等により無償で資産を受贈した場合の当該資産に係る評価額を計上しています。

注記

１ 他団体及び民間への支出金により形成された資産

　昭和４４年度から当該年度までの普通建設事業費のうち、他団体等に対する補助金・負担金等の累

計額及び当該支出金に充当された財源を計上しています。

２ 債務負担行為に関する情報

　公共資産等の資産の財源のうち、国及び県から受けた補助金（公共資産等整備国県補助金等）と地

方債借入分を除いた額を計上しています。

３ その他一般財源

　公共資産や投資等以外の資産を形成した一般財源です。

　「その他一般財源」がマイナスとなっているのは、将来自由に財源として使用できる純資産がマイ

ナスになっていること（すでに将来の財源の一部が拘束されていること）を表しています。

(5)賞与引当金

　翌年度に支払うことが予定されている期末手当及び勤勉手当のうち当該年度負担相当額を計上して

います。

[純資産の部]

１ 公共資産等整備国県補助金等

２ 公共資産等整備一般財源

　公共資産等の資産の財源のうち、国及び県から受けた補助金分を計上しています。

(4)翌年度支払予定退職手当

　翌年度に支払うことが予定されている退職手当の金額を計上しています。

　村上市の場合は、新潟県市町村総合事務組合に加入しているため、自団体で退職手当を支払いませ

んので、翌年度支払予定退職手当は計上されません。
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(単位：千円)

[資産の部] [負債の部]

　1　公共資産 　1　固定負債

(1)有形固定資産 (1)地方債

 ①生活インフラ・国土保全 (2)長期未払金

 ②教育  ①物件の購入等

 ③福祉  ②債務保証又は損失補償

 ④環境衛生  ③その他

 ⑤産業振興  長期未払金計

 ⑥消防 (3)退職手当引当金

 ⑦総務 (4)損失補償等引当金

 有形固定資産計 　固定負債合計

(2)売却可能資産

　公共資産合計 　2　流動負債

(1)翌年度償還予定地方債

　2　投資等 (2)短期借入金（翌年度繰上充用金）

(1)投資及び出資金 (3)未払金

 ①投資及び出資金 (4)翌年度支払予定退職手当

 ②投資損失引当金 (5)賞与引当金

　投資及び出資金計 　流動負債合計

(2)貸付金

(3)基金等 　負債合計

 ①退職手当目的基金

 ②その他特定目的基金

 ③土地開発基金

 ④その他定額運用基金 [純資産の部]

 ⑤退職手当組合積立金 　1　公共資産等整備国県補助金等

　基金等計

(4)長期延滞債権 　2　公共資産等整備一般財源等

(5)回収不能見込額

　投資等合計 　3　その他一般財源等

　3　流動資産 　4　資産評価差額

(1)現金預金

 ①財政調整基金 　純資産合計

 ②減債基金

 ③歳計現金

　現金預金計

(2)未収金

 ①地方税

 ②その他

 ③回収不能見込額

　未収金計

　流動資産合計

　資産合計 　負債・純資産合計

借方

0

321,379

3,399,737

128,974,228

129,280

29,946,113

0

0

0

40,644,254

3,721,116

36,923,138

0

0

貸方

貸 借 対 照 表
（平成２８年３月３１日現在）

649,913

0

275,428

△ 82,369

3,627,736

141,693,474

9,000,212

5,836,620

9,552,127

20,188,727

4,759,294

0

1,509,151

101,049,220

95,557,925

△ 17,843,890

22,221

128,844,948

6,977,025

0

0

7,338,160

649,913

797,815

0

0

7,359,425

3,719,034

141,693,474

1,803,836

314,749

7,047,338

312,087

43,903,367

37,266,653

23,312,964

63,411

49,504

△ 21,617

91,298
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※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

千円

上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※４　普通会計の将来負担に関する情報

普通会計の将来負担額 千円

[内訳] 普通会計地方債残高 千円 千円

債務負担行為支出予定額 千円 千円 千円

公営事業地方債負担見込額 千円 千円

一部事務組合等地方債負担見込額 千円 千円

退職手当負担見込額 千円 千円

第三セクター等債務負担見込額 千円 千円 千円

連結実質赤字額 千円

一部事務組合等実質赤字負担額 千円

基金等将来負担軽減資産 千円

[内訳] 地方債償還額等充当基金残高 千円

地方債償還額等充当歳入見込額 千円

地方債償還額等充当交付税見込額 千円

（差引）普通会計が将来負担すべき実質的な負債 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は27,060,878千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は125,514,274千円です。

33,526

負債計上
【（翌年度償還予定）
地方債・（長期）未払

金・引当金】

項目 金額

注記

【契約債務・
偶発債務】

1,721,622

40,322,610

0

33,345,850

20,825,565

34,354,850

0

6,183,747

0

9,310,854

15,717,992

50,416,525

60,781,790

40,322,610

0

0

6,599,271

3,638

463,447

15,717,992

4,394,418

2,012,720

81,607,355

0

0

377,719

0

4,114,227

2,449,370

1,710,320

33,526

6,183,747

0

259,732

[内訳]

1,721,622

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち30,076,317千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているもの
です。

9,334,344

10,105,533

計

計

-　8　-



１　人にかかるコスト

　人件費の今年度決算額から、今年度支出した退職手当と前年度賞与引当金計上額を差し引いた金額

を計上しています。

(2)退職手当引当金繰入等

　新たに退職手当引当金に繰り入れられた金額などを計上しています。

(3)賞与引当金

　翌年度に支払うことが予定されている期末手当及び勤勉手当のうち当該年度負担相当額を計上して

います。

（２）行政コスト計算書

○行政コスト計算書の解説

　行政コスト計算書は、４月１日から翌年の３月３１日までの１年間の行政活動のうち、行政が提供

する資産形成以外のすべてのサービスに係る経費（経常行政コスト）と、その行政サービスの直接の

対価として得られた使用料・手数料等の財源（経常収益）を目的別に対比させたものです。これによ

り、行政サービスの受益と負担の割合をみることができます。

　村上市の場合は、目的別にみると福祉の割合が最も多く30.1％を占めており福祉に力を入れている

ことが分かります。

【経常行政コスト】

(1)人件費

　公共資産の維持補修に係る経費を計上しています。

(1)物件費

　賃金、報償費、旅費、交際費、需用費、役務費、委託料、使用料及び賃借料、原材料費、備品購入

費等の消費的性質の経費を計上しています。

(2)維持補修費

(3)減価償却費

　今年度の減価償却費を計上しています。

３　移転支出的なコスト

(1)社会保障給付

　扶助費（児童手当の支給、生活保護などに要する経費）を計上しています。

２　物にかかるコスト

(2)補助金等

　他団体に対する補助金などを計上しています。ただし、他会計への支出額は除いています。

(3)他会計等への支出額

　他会計等への繰出金、負担金、出資金などを計上しています。

(4)他団体への公共資産整備補助金

　普通建設事業費のうち、他団体への補助金・負担金を計上しています。
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１　使用料・手数料

　使用料・手数料の当該年度分の調定額を計上しています。

２　分担金・負担金・寄附金

　分担金・負担金・寄附金の当該年度分の調定額を計上しています。

４　その他のコスト

(1)支払利息

　地方債及び一時借入金に係る支払利息を計上しています。

(2)回収不能見込額計上額

　回収不能見込額の前年度との差額と、今年度の不納欠損額をあわせた金額を計上しています。

(3)その他行政コスト

　上記以外の経費を計上しています。

【経常収益】

　目的別に計上された経常行政コストの総額に対して、それぞれの経常収益の総額がどれだけの割合

を占めているかを示しています。

○純経常行政コスト

　経常行政コストの総額から、経常収益の総額を差し引いたものです。

○経常行政コストに対する経常収益の割合
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【経常行政コスト】 (単位：千円)

【経常収益】

経常収益合計
（ｂ＋ｃ）　　ｄ

ｄ／ａ

(差引)純経常行政コスト　ａ－ｄ

　行 政 コ ス ト 計 算 書

　　自　平成２７年４月　１日
　　至　平成２８年３月３１日

1　使用料・手数料　　　　　ｂ

2　分担金・負担金・寄附金　ｃ

1

2,493,438 3,689,032

経常行政コスト　ａ

（構成比率）

4.1% 8.6% 1.5%

27,543,193

55,189

2

3

4

(3)減価償却費

(4)他団体への
　　公共資産整備補助金等

小計

(1)社会保障給付

(2)維持補修費

小計

(3)他会計等への支出額

(1)人件費

4,359,306 3,661,158 8,246,693

3.7% 0.7% 0.6%

1,046,306 30,215 20,540 351,579 234,570

53,295

1,894314,028 0 3,851 63,287 11,455

17,756

352,594 564,741 1,177,920

732,278 30,215 16,689 288,292 223,115

1,144,597 4.0% 829,597 99,468

18.3%

11,563,931 40.4% 2,217,742 2,836,926

54,661

283,500 419,942

(1)物件費 5,175,044 18.1% 163,372 1,573,964 1,323,777 383,797

18,981 27,631

565,929

小計 4,877,193 17.1% 260,685 683,772 744,683

(3)賞与引当金繰入額

1,616,378

396,177

(2)退職手当引当金繰入等 △ 41,586 -0.1% △ 2,112 △ 5,526 △ 2,709 △ 3,866

701,8204,597,400 16.1% 248,374 644,933

321,379

66,091

5,244,290 1,224,773 1,163,494

537,482

935,118

156,320

(2)補助金等

△ 6,987

1.1% 14,423 44,365 49,850

4,389,521 3,681,698 8,598,272

5,207,936 18.2% 1,894,035 0

269,518

538,234 1,707,90111,745,301 41.1% 1,911,094 161,000 6,918,471

30.1% 9.5% 13.1%

小計

15.4% 12.9%

0

28,589,499

福祉教育
生活インフラ
・国土保全(構成費)

3,907,825

267,228

2,586,022 190,397

1,906,274

0

95,952 5,824

16,595

900,901

産業振興環境衛生

4,130,236 14.4%

7.1%

379,217 1.3% 5,423 0

(1)支払利息

(3)その他行政コスト 0 0.0% 0 0 0

(2)回収不能見込計上額

0 0

総額

349,899 1.2%

2,027,912

53,175 0.2%

11,636 94,909 328,672 185,693

403,074 1.4% 0 0 0

2,728,008 3,744,221
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【経常行政コスト】 (単位：千円)

【経常収益】

0.0%

経常収益合計
（ｂ＋ｃ）　　ｄ

0.0%

1,518,562 3,009,950 196,942 0 △ 34,962(差引)純経常行政コスト　ａ－ｄ

ｄ／ａ 8.6%

349,899 53,175

5.5% 0.0%

143,751 175,500 0 0

7,369

34,962

2　分担金・負担金・寄附金　ｃ 142,711 83,461 0 0

0

0

一般財源
振替額

1　使用料・手数料　　　　　ｂ 1,040 92,039 0 0 0 27,593

0

（構成比率） 5.8% 11.1% 0.7% 1.2% 0.2% 0.0%

349,899 53,175 0

経常行政コスト　ａ 1,662,313 3,185,450 196,942 349,899 53,175

(3)その他行政コスト 0 0 0 0

(2)回収不能見込計上額 53,175

4

(1)支払利息 349,899

小計 0 0 0

0

小計 113,227 391,197 4,177 0

(4)他団体への
　　公共資産整備補助金等

0 2,500

(3)他会計等への支出額 0 0 0

(2)補助金等 113,227 388,697 4,177 0

0

3

(1)社会保障給付

(3)減価償却費 391,305 369,463

0

(2)維持補修費 22,191 104,329 0

2

(1)物件費 188,946 957,049 18,210

小計 602,442 1,430,841 18,210

0

小計 946,644 1,363,412 174,555 0

(3)賞与引当金繰入額 63,357 91,176 11,596

(2)退職手当引当金繰入等 △ 8,695 △ 11,393 △ 298 0

その他

1

(1)人件費 891,982 1,283,629 163,257 0

消防 総務 議会 支払利息
回収不能

見込計上額
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９　その他

　その他上記に該当しない純資産の変動があった場合に、その金額を計上しています。

10　期末純資産残高

　今年度の貸借対照表における「純資産」残高を計上しています。

　災害復旧事業費、公共資産除売却損益、投資損失、損失補償引当金繰入金などの臨時的な損益を計

上しています。

６　科目振替

　公共資産形成時における財源投入額や、公共資産の処分や投資等の回収による財源増加額の「公共

資産等整備国県補助金等」、「公共資産等整備一般財源」、「その他一般財源等」、「資産評価差

額」の各科目間における財源の流れを表したものです。

７　資産評価替えによる変動額

　売却可能資産を新たに計上した場合の有形固定資産計上額との差額や、資産の評価替えを行った場

合の評価差額を計上しています。

８　無償受贈資産受入

５　臨時損益

２　純経常行政コスト

　行政コスト計算書における「純経常行政コスト」の金額を計上しています。

３　一般財源

　地方税、地方交付税、地方譲与税、各種交付金、財産収入、繰入金、諸収入などの歳入を計上して

います。ただし、公共資産の売却、投資及び出資金や貸付金の回収、基金の取り崩し等の収入は除い

ています。

４　補助金等受入

　国県支出金のうち、普通建設事業費、投資及び出資金、貸付金、基金の財源になったものを「公共

資産等整備国県補助金等」に計上し、その残額を「その他一般財源等」に計上しています。

（３）純資産変動計算書

○純資産変動計算書の解説

　純資産変動計算書とは、貸借対照表の［純資産の部］に計上されている「公共資産等整備国県補助

金等」、「公共資産等整備一般財源等」、「その他一般財源等」及び「資産評価差額」について、各

数値が１年間でどのように変動したかを表しているものです。

　［純資産の部］は現在までの世代が負担してきた部分であり、１年間でそれが増えたのか減ったの

かがわかります。

１　期首純資産残高

　前年度の貸借対照表における「純資産」残高を計上しています。

　寄附等により無償で資産を受贈した場合に、当該資産の有形固定資産計上額を計上しています。
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（単位：千円）

期首純資産残高

 純経常行政コスト

 一般財源

  地方税

  地方交付税

  その他行政コスト充当財源

 補助金等受入

 臨時損益

  災害復旧事業費

  公共資産除売却損益

  投資損失

  損失補償等引当金繰入等

 科目振替

  公共資産整備への財源投入

  公共資産処分による財源増

  貸付金・出資金等への財源投入

  貸付金・出資金等の回収等による財源増

  減価償却による財源増

  地方債償還等に伴う財源振替

 資産評価替えによる変動額

 無償受贈資産受入

 その他

期末純資産残高 22,221

△ 2,389,494

0

0

0

△ 17,843,890

△ 3,133,167

1,171,891 0

5,244,290

△ 1,405,827

0 0

23,217

0

0

4,115,609

△ 24,217

6,667,979

14,084,888

2,089,464

101,049,220 23,312,964 95,557,925

その他一般財源 資産評価差額

△ 16,745,330 22,221

△ 27,543,193

0

1 1

2,389,494

0

3,133,167

0 △ 1,171,891

△ 1,128,009 △ 4,116,281

1,405,827

0 0

0

0

△ 24,217

23,217

4,725,151 609,542

14,084,888

2,089,464

6,667,979

93,917,608

△ 27,543,193

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

101,025,930 23,831,431

自　平成２７年４月　１日
至　平成２８年３月３１日

純資産変動計算書
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(2)収入

　地方税、地方交付税と「公共資産整備収支」、「投資・財務的収支」に含まれない収入が計上され

ています。

３　投資・財務的収支の部

２　公共資産整備収支の部

(1)支出

　投資及び出資金、貸付金、基金に係る支出への財源、貸付金元金回収や公共資産売却による収入を

計上しています。

　日常の行政活動による資金収支の状況を表しています。

　村上市では、経常的な収入の大半が地方交付税や国県補助金等で賄われており、経常的な支出のか

なりの部分を国等に依存しているといえます。

　公共事業等に伴う資金の使途とその財源の状況を表しています。

　村上市では、収支額がマイナスとなっておりますが、この部分は一般財源で賄われたことを意味し

ています。

　投資活動や地方債の返済による資金の出入りの状況を表しています。

　村上市では、支出の大半が地方債償還であり、収支額のマイナス部分は一般財源で賄われておりま

す。

(2)収入

※２　基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

(1)支出

　公共資産整備のほか、他会計等への建設費充当財源繰出金を計上しています。

(2)収入

　上記支出に充当される国県支出金、地方債、基金取崩額、使用料及び手数料、分担金及び負担金等

を計上しています。

(1)支出

（４）資金収支計算書

○資金収支計算書の解説

　一会計期間における、地方公共団体の行政活動に伴う歳計現金（資金）の流れを性質の異なる三つ

の区分（活動）に分けて表示したものです。

１　経常的収支の部

　投資及び出資金、貸付金、基金に係る支出、地方債元金償還金、他会計等への公債費充当財源繰出

金を計上しています。

　人件費、物件費、社会保障給付（扶助費）、補助金等（補助費）、支払利息、他会計等への事務費

充当財源繰出、維持補修費、災害復旧事業費などが計上されています。

　地方債の発行・償還や財政調整基金・減債基金の積立・取崩しを除いた、基礎的な収支情報が注記

されています。

※１　一時借入金に関する情報

　資金収支計算書には一時借入金の増減が含まれていないため、一時借入金の借入限度額、一時借入

金利子の金額を注記しています。
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

5,175,044

6,671,820

4,073,207

729,460

222,726

5,481,701

自　平成２７年４月　１日
至　平成２８年３月３１日

資金収支計算書

4,130,236

210,509

1,162,756

2,027,912

349,899

2,838,702

1,168,814

2,027,429

1,825,143

31,007,938

9,835,630

3,379,858

1　経常的収支の部

支出合計

収入合計

14,084,888

379,217

101,096

3,860,171

651,944

1,380,944

93,280

7,811

2,133,979

△ 1,726,192

2　公共資産整備収支の部

経常的収支額

支出合計

公共資産整備収支額

収入合計

21,172,308
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（単位：千円）

投資及び出資金

貸付金

基金積立金

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1　一時借入金に関する情報

①　資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

②　平成27年度における一時借入金の借入限度額は3,000,000千円です。

③　支払利息のうち、一時借入金利子は128千円です。

※2　基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

収入総額 千円

地方債発行額 千円

財政調整基金等取崩額 千円

支出総額 千円

地方債元利償還額 千円

財政調整基金等積立額 千円

　　基礎的財政収支 千円

700

956,072

2,154,393

3　投資・財務的収支の部

2,268,138

3,587,708

0

8,967,055

0

△ 7,873,234

904,877

0

0

236,204

1,272,947

1,509,151

23,217

130,727

1,093,821

44

収入合計

投資・財務的収支額

35,000

△ 338,236

△ 2,578,700

2,000,000

33,999,534

△

△

3,937,479

66,781

34,235,738

支出合計
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社会資本形成の過去及び現世代負担比率

社会資本形成の将来世代負担比率

（単位：千円）

43,903,367 34.1%

5.7%

37,266,653

④環境衛生

4,759,294

5,836,620

有形固定資産合計

⑤産業振興

行政目的

　一般的には①生活インフラ・国土保全、②教育が大きい割合を占めますが、村上市においても同

様にこの①生活インフラ・国土保全と②教育が6割以上を占めています。また、⑤産業振興が2割近

くを占めており、道路などのインフラ整備、学校等の教育施設の整備以外に農林水産施設や観光施

設への整備に力を入れてきたといえます。

②教育 28.9%
4.5%

9,552,127 7.4%

金額 構成比
①生活インフラ・国土保全

③福祉

7,338,160
⑥消防
⑦総務

20,188,727
3.7%

128,844,948 100.0%

15.7%

　歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、形成されたストックである資産は何年分の

歳入が充当されたかを見ることができます。

　計算式は次のとおりです。

・歳入額対資産比率＝資産合計÷歳入総額

村上市の比率は

（３）有形固定資産の行政目的別割合

　貸借対照表に計上された有形固定資産の行政目的別割合をみることにより、行政分野ごとの公共

資産形成の比重を把握することができます。

　平均的な値は、3.0～7.0とされていますので、村上市は平均的といえます。

（２）歳入額対資産比率

　平均的な値は、過去及び現世代負担比率が50～90％、将来世代負担比率が15～40％とされていま

すので、村上市は平均的といえます。

Ⅲ　普通会計財務４表の分析

　社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産による形成割合を見ることにより、これまで

の世代（過去及び現世代）によって既に負担された割合を見ることができます。

　また、地方債に着目すれば、将来返済しなければならない、今後の世代によって負担する割合を

見ることができます。

　計算式は次のとおりです。

・社会資本形成の過去及び現世代負担比率（％）＝純資産合計÷公共資産合計×100

・社会資本形成の将来世代負担比率（％） ＝地方債残高÷公共資産合計×100

（１）社会資本形成の世代間負担比率

村上市の比率は

78.3%

4.0 となっています。

25.9%
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　平均的な値は、90～110％とされていますので、村上市は平均的といえます。

　なお、比率が１００％を上回っていると、蓄積してきた資産が取り崩されたか、あるいは翌年度

以降に引き継ぐ負担が増加したこと（もしくはその両方）を表します。また、比率が１００％から

離れているほど、その傾向が強いことになります。

（７）行政コスト対税収等比率

　平均的な値は、2～8％とされていますので、村上市は平均的といえます。

55.2% となっています。

3.7%

　純経常行政コストに対する一般財源等の比率を見ることによって、当年度に行われた行政サービ

スのコストから受益者負担分を除いた純経常行政コストに対して、どれだけが当年度の負担で賄わ

れたかがわかります。

　計算式は次のとおりです。

村上市の比率は 102.2% となっています。

となっています。

　平均的な値は、10～30％とされていますので、村上市は平均的といえます。

・資産老朽化比率（％）＝減価償却累計額÷(有形固定資産合計－土地＋減価償却累計額)×100

・行政コスト対公共資産比率（％）＝経常行政コスト÷公共資産×100

（５）受益者負担比率

　行政コスト計算書における経常収益は、いわゆる受益者負担の金額であるため、経常収益の行政

コストに対する割合を算定することで、受益者負担割合を算定することができます。

　計算式は次のとおりです。

となっています。

（６）行政コスト対公共資産比率

　平均的な値は、35～50％とされていますので、村上市は老朽化の進んでいる資産が多いといえま

す。

　行政コストの公共資産に対する比率を見ることで、資産を活用するためにどれだけのコストがか

けられているか、あるいはどれだけの資産でどれだけの行政サービスを提供しているかを分析する

ことができます。

　計算式は次のとおりです。

村上市の比率は 22.2%

（４）資産老朽化比率

村上市の比率は

・受益者負担比率（％）＝経常収益÷経常行政コスト×100

村上市の比率は

　貸借対照表に計上された有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却

累計額の割合を計算することにより、耐用年数に比して償却資産の取得からどの程度経過している

のかを全体として把握することができます。値が大きいほど老朽化が進んでいると言えます。

　計算式は次のとおりです。

・行政コスト対税収等比率（％）＝純経常行政コスト÷（一般財源＋補助金等受入
　　　　　　　　　　　　　　　　（その他一般財源等分））×100

-　19　-



村上市貸借対照表 市民一人当たり貸借対照表

負債
406億円

純資産
1,011億円

資産
1,417億円

（９）地方債の償還可能年数

資産
224万円

負債
64万円

純資産
160万円

経常行政コスト
286億円

市民一人当たり
でみると

村上市行政コスト計算書 市民一人当たり行政コスト計算書

経常収益
11億円

5.0 年となっています。

経常行政コスト
45万円

経常収益
2万円

　自治体の抱えている地方債を経常的に確保できる資金で返済した場合に何年で返済できるかを表

す指標で、借金の多寡や債務返済能力を測る指標です。

　計算式は次のとおりです。

村上市の比率は

純経常行政コスト

275億円

　平均的な値は、市民一人当たり経常行政コストが都市で20～50万円とされており、村上市は平均

的といえます。

　純経常行政コストの一人当たり43万円の行政コストを地方税や地方交付税などの一般財源でまか

なわなければならないといえます。

市民一人当たり
でみると

　平均的な値は、3～9年とされていますので、村上市は平均的といえます。

　平均的な値は、市民一人当たり資産額が都市で100～300万円、負債額が都市で30～100万円とされ

ていますので、村上市は平均的といえます。

　資産は土地や建物などの有形固定資産や現金、基金などで、一人当たり約224万円の資産を所有し

ていることを表し、負債はこれから負担していかなければならない金額、純資産はこれまで負担し

てきた金額といえます。

純経常行政コスト

43万円

　貸借対照表や行政コスト計算書自体では、団体の人口規模等により単純な他団体比較が困難です

が、各項目の金額を市民一人当たりで算出することにより他団体との比較がしやすくなります。

　なお、算定に用いる人口については、平成28年4月1日現在住民基本台帳人口（63,195人）を用い

て計算しています。

（８）市民一人当たりの財務書類

・地方債の償還可能年数（年）＝地方債残高÷経常的収支額（地方債発行額及び基金取崩額除く）
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（10）プライマリーバランス（基礎的財政収支）

　資金収支計算書に注記されているプライマリーバランスは、「歳入総額（繰越金を除く）から地

方債発行額及び財政調整基金等の取崩額を除いたもの」から「歳出総額から地方債元利償還額及び

財政調整基金等の積立額を除いたもの」を差し引きにより算出します。

　プライマリーバランスが均衡している場合には、持続可能な財政運営であるといえます。

　計算式は次のとおりです。

・プライマリーバランス＝歳入総額（繰越金、市債発行額及び財政調整基金等取崩額を除く）
　　　　　　　　　　　　　－歳出総額（市債元利償還額及び財政調整基金等積立額を除く）

　村上市の基礎的財政収支は338,236千円のマイナスとなっています。

　これは、基金総額に変更は生じないものの、本年度財政調整基金から目的基金へ2,000,000千

円積替えたことに起因するものです。
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(単位：千円)

[資産の部] [負債の部]

　1　公共資産 　1　固定負債

(1)有形固定資産 (1)地方公共団体

 ①生活インフラ・国土保全 ①普通会計地方債

 ②教育 ②公営事業地方債

 ③福祉 　地方公共団体計

 ④環境衛生 (2)関係団体

 ⑤産業振興 ①一部事務組合・広域連合地方債

 ⑥消防 ②地方三公社長期借入金

 ⑦総務 ③第三セクター等長期借入金

 ⑧収益事業 　関係団体計

 ⑨その他 (3)長期未払金

 有形固定資産合計 (4)引当金

(2)無形固定資産 　(うち退職手当等引当金）

(3)売却可能資産 　(うちその他の引当金）

　公共資産合計 (5)その他

　固定負債合計

　2　投資等

(1)投資及び出資金 　2　流動負債

(2)貸付金 (1)翌年度償還予定額

(3)基金等 ①地方公共団体

(4)長期延滞債権 ②関係団体

(5)その他 　翌年度償還予定額計

(6)回収不能見込額 (2)短期借入金（翌年度繰上充用金を含む）

　投資等合計 (3)未払金

(4)翌年度支払予定退職手当

　3　流動資産 (5)賞与引当金

(1)資金 (6)その他

(2)未収金 　流動負債合計

(3)販売用不動産

(4)その他 　負債合計

(5)回収不能見込額

　流動資産合計 [純資産の部]

　1　公共資産等整備国県補助金等

　4　繰延勘定 　2　公共資産等整備一般財源等

　3　他団体及び民間出資分

　4　その他一般財源

　5　資産評価差額

　純資産合計

　資産合計 　負債・純資産合計

5,625

244,726,189

0

124,263

0

6,811,899

83,024,496

6,799,039

12,860

0

0

8,486

137,913

797,815

8,498,626

511,017

89,897

7,360,144

90,384,640

244,726,189

58,527,737

112,139,228

0

△ 16,347,637

22,221

154,341,549

0

5,121,156

246,034

334,085

0

104,833

△ 46,540

5,425,483

444

△ 134,658

9,811,157

129,280

229,489,549

0

7,089,987

7,089,907

80

45,962,463

Ⅳ　連結財務４表

貸方

106,278,056

5,971,886

29,946,113

75,908,576

29,159,876

連結貸借対照表
（平成２８年３月３１日現在）

借方

37,266,653

38,207,831 20,308

4,759,294

7,708,187

229,351,783

0

0

20,308
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【経常行政コスト】 (単位：千円)

【経常収益】

1,111,369 213,2614　事業収益 1,963,240 638,610 0 0

9,298238,408

3　保険料 3,062,131 3,062,131

5　その他特定行政サービス収入 24,772 0 97,252 107,086

0 0 0 0 0

(差引)純経常行政コスト　ａ－ｂ 37,200,356 4,481,507 3,661,158 16,978,472

1,466,001 279,802

38.6% 6.9%

2,336,197 3,782,503

ｂ／ａ 29.6% 14.5% 0.6% 42.7%

24,431 3,948

経常収益　　ｂ 15,659,925 762,856 20,540 12,649,011

6　他会計補助金等 0

2　分担金・負担金・寄附金　 9,652,894 69,259 3,851 9,201,335

1　使用料・手数料　　　　　 743,252 30,215 16,689 288,293 223,115 53,295

3,802,198 4,062,305

（構成比率） 9.9% 7.0% 56.0% 7.2% 7.7%

経常行政コスト　ａ 52,860,281 5,244,363 3,681,698 29,627,483

35,682 17,533

小計 1,829,350 3.5% 58,615 0 399,775 35,682 17,533

(3)その他行政コスト 511,605 1.0% 58,615 0 399,775

(2)回収不能見込計上額 74,912 0.1%

26,820,128 348,231 1,169,351

4

(1)支払利息 1,242,833 2.4%

0

0 95,952 5,824 269,518

小計 29,028,831 54.9% 17,059 161,000

3,098,211 186,072 899,833

(3)他会計等への支出額 0 0.0% 0 0 0 0

0.7% 5,423

23,625,965 156,335

(2)補助金等 4,801,223 9.1% 11,636 94,909

2,995,020 2,354,796

3

(1)社会保障給付 23,848,391 45.1% 66,091

(4)他団体への
　　公共資産整備補助金等

379,217

小計 16,403,833 31.0% 4,848,789 2,836,926 1,295,475

80,078

(3)減価償却費 8,634,872 16.3% 3,245,570 1,163,494 372,048 1,313,526 1,769,352

906,513 1,620,094 505,366

(2)維持補修費 1,310,338 2.5% 925,283 99,468 16,914 61,400

683,772 1,112,105 423,265 520,625

2

(1)物件費 6,458,623 12.2% 677,936 1,573,964

　連結行政コスト計算書

　　自　平成２７年４月　１日
　　至　平成２８年３月３１日

総額 (構成費)
生活インフラ
・国土保全 教育 福祉 環境衛生 産業振興

1

(1)人件費 5,256,250 9.9% 307,589

小計 5,598,267 10.6% 319,900

644,933 1,025,459 386,781 496,860

(2)退職手当引当金繰入等 7,932 0.0% △ 2,112 △ 5,526 32,970 9,020 △ 3,866

(3)賞与引当金繰入額 334,085 0.6% 14,423 44,365 53,676 27,464 27,631
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【経常行政コスト】 (単位：千円)

【経常収益】

0 0

6　他会計補助金等 0 0 0 0 0 0

5　その他特定行政サービス収入 0 0 0

4　事業収益 0 0 0 0

3　保険料

0.0%

(差引)純経常行政コスト　ａ－ｄ 1,562,980 3,034,096 197,038 1,242,833 74,912 55 △ 151,395

ｄ／ａ 8.4% 5.8% 0.0% 0.0%

0 123,801

経常収益合計
（ｂ＋ｃ）　　ｄ

143,482 186,838 0 0 0 151,395

2　分担金・負担金・寄附金　ｃ 133,877 92,392 0 0

一般財源
振替額

1　使用料・手数料　　　　　ｂ 9,605 94,446 0 0 0 27,594

55

（構成比率） 3.2% 6.1% 0.4% 2.4% 0.1% 0.0%

1,242,833 74,912 0

経常行政コスト　ａ 1,706,462 3,220,934 197,038 1,242,833 74,912

(3)その他行政コスト 0 0 0 0

(2)回収不能見込計上額 74,912
4

(1)支払利息 1,242,833

小計 0 0 0

0

小計 100,724 408,161 4,177 0

(4)他団体への
　　公共資産整備補助金等

0 2,500

0

(3)他会計等への支出額 0 0 0

(2)補助金等 100,724 405,661 4,177

55

3

(1)社会保障給付

(3)減価償却費 399,201 371,681 0

1,437,534 18,233

55

(2)維持補修費 22,718 104,477 0

0

2

(1)物件費 195,086 961,376 18,233

小計 617,005

小計 988,733 1,375,239 174,628

(3)賞与引当金繰入額 63,661 91,266 11,599 0

0

(2)退職手当引当金繰入等 △ 10,388 △ 11,868 △ 298 0

その他

1

(1)人件費 935,460 1,295,841 163,327

消防 総務 議会 支払利息
回収不能

見込計上額
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(単位：千円)

期首純資産残高

 純経常行政コスト

 一般財源

  地方税

  地方交付税

  その他行政コスト充当財源

 補助金等受入

 臨時損益

  災害復旧事業費

  公共資産除売却損益

  投資損失

  収益事業純損失

　減損損失

 科目振替

  公共資産整備への財源投入

  公共資産処分による財源増

  貸付金・出資金等への財源投入

  貸付金・出資金等の回収等による財源増

  減価償却による財源増

  地方債償還等に伴う財源振替

 出資の受入・新規設立

 資産評価替えによる変動額

 無償受贈資産受入

 その他

期末純資産残高

0 0 0

0 0

154,341,549 58,527,737 112,139,228 0 △ 16,347,637 22,221

△ 93,549 △ 579 △ 1,736,954 0 1,643,984 0

0 0 0

0 0

5,323,975 △ 5,323,975 0

0 △ 1,334,524 1,334,524 0

△ 2,297,657 △ 5,832,912 8,130,569

0 0 0 0

0 2,108,236 △ 2,108,236

1,638,061 △ 1,638,061

0 0

0 0

23,217 23,217

△ 24,217 △ 24,217

13,919,327 1,157,433 12,761,894

2,122,691 2,122,691

14,084,888 14,084,888

6,667,979 6,667,979

△ 37,200,356 △ 37,200,356

154,841,569 59,668,540 111,973,346 0 △ 16,822,538 22,221

自　平成２７年４月　１日
至　平成２８年３月３１日

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

他団体及び
民間出資分

その他一般財源 資産評価差額

連結純資産変動計算書
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障費

補助金等

支払利息

他会計への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

他会計繰入金等

その他収入

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計への建設費充当財源繰出支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

公共資産整備に伴う消費税支出（純額）

国県補助金等

地方債発行額

短期借入金借入額

基金取崩額

他会計負担金等

その他収入

1,354,256

0

0

0

0

84,383

379,217

2　公共資産整備収支の部

5,777,427

公共資産整備収支額 △ 2,047,500

1,199,835

2,722,392

0

93,280

収入合計 4,109,144

0

93,637

支出合計 6,156,644

0

0

0

0

0

1,803,953

収入合計 52,462,118

経常的収支額 7,991,514

6,671,820

14,084,888

12,723,645

740,434

9,476,045

483,894

4,801,223

1,242,833

0

1,906,920

支出合計 44,470,604

1,953,913

3,084,887

連結資金収支計算書

自　平成２７年４月　１日
至　平成２８年３月３１日

1　経常的収支の部

6,201,413

6,469,824

23,848,391
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（単位：千円）

投資及び出資金

貸付金

基金積立金

定額運用基金への繰出支出

他会計への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

収益事業純支出

その他支出

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

収益事業純収入

公共資産等売却収入

他会計繰入金等

その他収入

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

期末資金残高

0

0

904,877

0

0

44

0

6,980,611

5,121,156

収入合計 2,227,775

投資・財務的収支額 △ 7,790,893

0

△ 1,859,455

23,217

0

161,581

1,138,100

0

4,813

0

支出合計 10,018,668

0

3　投資・財務的収支の部

1,144

956,072

2,287,325

6,769,270
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